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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信する送信信号に応じた高周波信号を発生する給電回路と、
　始端が給電点で前記給電回路に接続され、前記始端と終端との間の長さが使用周波数帯
に属する第１の周波数の２分の１波長に相当し、前記終端が前記給電点から前記第１の周
波数の５分の１波長以下の距離に位置する接地点に接地されるように折り返されて往路と
復路とを有して構成され、かつ、前記往路中の１点と前記復路中の１点とが短絡個所にお
いて短絡されることにより、前記給電点から前記短絡個所を経て前記接地点に至る折り返
し経路と、前記折り返し経路に接続されて前記第１および第２の周波数の整合を図るとと
もにカット可能に形成された周波数整合部とを含む第１のアンテナと、
　前記往路中の前記給電点と前記短絡個所の間に位置する分岐部において前記第１のアン
テナ素子から分岐すると共に先端が開放され、前記往路の前記給電点から前記分岐部まで
の部分を前記第１のアンテナ素子と共有し、前記給電点から前記分岐部を経て前記先端ま
での長さが前記使用周波数帯に属する第２の周波数の４分の１波長に相当するように構成
された第２のアンテナとを備え、第１のアンテナの前記折り返し経路が前記第２の周波数
の２分の１波長又はその近傍に相当する長さを有することを特徴とする無線装置。
【請求項２】
　前記第１のアンテナと前記接地点で接続されるＧＮＤパターンを有し、前記第１のアン
テナと前記第２のアンテナと前記周波数整合部の配列方向に対して前記ＧＮＤパターンの
長辺が略平行となるように設けられる請求項１に記載の無線装置。
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【請求項３】
　前記周波数整合部は、前記往路および前記復路と異なる形成幅の導体からなる請求項１
に記載の無線装置。
【請求項４】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
た延長部を有する請求項１に記載の無線装置。
【請求項５】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
た延長部を有し、前記延長部にメアンダー（ｍｅａｎｄｅｒ）状に折り返された部分を有
する請求項２に記載の無線装置。
【請求項６】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
、コの字状に折り曲げられている延長部を有する請求項１に記載の無線装置。
【請求項７】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
、メアンダー状に折り返された部分を有するとともにコの字状に折り曲げられている延長
部を有する請求項１に記載の無線装置。
【請求項８】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
、前記往路および前記復路と形成幅の異なる部分を含む延長部を有する請求項１に記載の
無線装置。
【請求項９】
　前記周波数整合部は、前記往路中の１点から分岐されて前記往路の形成方向に延長され
た延長部を有し、前記延長部にメアンダー状に折り返された部分と、前記往路および前記
復路と形成幅の異なる部分とを含む請求項１に記載の無線装置。
【請求項１０】
　前記周波数整合部は、前記復路中の１点から分岐されて前記復路と反対方向に延長され
、コの字状に折り曲げられている延長部を有する請求項１に記載の無線装置。
【請求項１１】
　前記第１および前記第２のアンテナは、前記給電点および前記分岐点が形成された導体
を含むシート状の第１の領域を前記短絡個所で折り曲げて前記接地点が形成された導体を
含むシート状の第２の領域上に重ねることにより前記給電点と前記接地点とを近接させる
請求項２に記載の無線装置。
【請求項１２】
　無線通信する送信信号に応じた高周波信号を発生する給電回路と、始端が給電点で前記
給電回路に接続され、前記始端と終端との間の長さが使用周波数帯に属する第１の周波数
の２分の１波長に相当し、前記終端が前記給電点から前記第１の周波数の５分の１波長以
下の距離に位置する接地点に接地されるように折り返されて往路と復路とを有して構成さ
れ、かつ、前記往路中の１点と前記復路中の１点とが短絡個所において短絡されることに
より、前記給電点から前記短絡個所を経て前記接地点に至る折り返し経路と、前記折り返
し経路に接続されて前記第１および第２の周波数の整合を図るとともにカット可能に形成
された周波数整合部とを含む第１のアンテナと、前記往路中の前記給電点と前記短絡個所
の間に位置する分岐部において前記第１のアンテナ素子から分岐すると共に先端が開放さ
れ、前記往路の前記給電点から前記分岐部までの部分を前記第１のアンテナ素子と共有し
、前記給電点から前記分岐部を経て前記先端までの長さが前記使用周波数帯に属する第２
の周波数の４分の１波長に相当するように構成された第２のアンテナとを備え、第１のア
ンテナの前記折り返し経路が前記第２の周波数の２分の１波長又はその近傍に相当する長
さを有する無線通信部と、
　前記無線通信部を内部に収容する外囲ケースとを有することを特徴とする電子機器。
【請求項１３】
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　前記第１のアンテナと前記接地点で接続されるＧＮＤパターンを有し、前記第１のアン
テナと前記第２のアンテナと前記周波数整合部の配列方向に対して前記ＧＮＤパターンの
長辺が略平行となるように設けられる請求項１２に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線装置およびこれを搭載した電子機器に関し、特に、多共振型のアンテナ
を有する無線装置およびこれを搭載した電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、無線装置を搭載した種々の端末が普及しており、これら端末に搭載される無線通
信用アンテナとして、これまで広く採用されてきたホイップ型アンテナから内蔵型アンテ
ナに移行しつつある。内蔵型アンテナを用いることにより、使用時及び収納時の取り扱い
がホイップ型アンテナを用いる場合に比べて容易になり、また筐体デザインの自由度が増
す等の利点があるが、中でも筐体をより薄型化できるという利点が大きい。
【０００３】
　従来の内蔵型アンテナでは、筐体の小型化が進んで基板により近接して配置されるよう
になると、アンテナ素子と周辺回路等の金属部分が近接するためにインピーダンスが低下
する。これにより、給電回路との間でインピーダンス不整合を生じて性能の低下を招く場
合がある。
【０００４】
　アンテナのインピーダンスが下がりすぎないよう適切に設定するための技術として、折
り返しダイポールアンテナが知られている。折り返しダイポールアンテナは、２以上のダ
イポールアンテナを平行に極めて近接させると共にその先端どうしを接続させ、これらの
ダイポールのうち１つを中央の給電点において給電したアンテナである（非特許文献１参
照。）。通常は、給電点の両側で対称形に構成される。
【０００５】
　折り返しダイポールアンテナは、折り返さない通常のダイポールアンテナに比べインピ
ーダンスを高くすることができ、また、平行線路の線径の比によりインピーダンスの値を
調節することができるという特徴がある。しかし、元来ダイポールアンテナは形状が大き
くなりやすいので小型装置の内蔵アンテナには不向きであり、それを折り返してさらに複
雑な形状とすることには問題があった。
【０００６】
　また、無線装置の通信方式や用途が多様化するのに伴い、アンテナの広帯域化が求めら
れている。これに対応して、共振周波数の異なる複数のアンテナ素子を組み合わせてアン
テナを構成することが必要になる。アンテナ素子が大きく複雑になることは、その点でも
不利である。
【０００７】
　折り返しダイポールアンテナの対称に構成されたうちの一方を、一端に給電され他端が
接地されたモノポールアンテナとして用いることもできる。これは折り返しモノポールア
ンテナと呼ばれ、理論上折り返しダイポールアンテナと等価な特性を有し、折り返しダイ
ポールアンテナに比べて半分の構成で済むことから小型装置への適用が検討されている（
例えば、非特許文献２参照。）。
【０００８】
　非特許文献２に開示された技術は、比較的低姿勢ないわゆる逆Ｌ型の折り返しモノポー
ルアンテナを組み合わせ、それぞれの共振周波数を異ならせて多共振化するというもので
ある。
【非特許文献１】電子情報通信学会編「アンテナ工学ハンドブック」、オーム社、東京、
平成８年１０月（第１１２－１１３ページ、図４・１、図４・３）
【非特許文献２】佐藤、天野「二周波共用二点短絡型折り返しアンテナ」、電子情報通信
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学会総合大会Ｂ－１－５７、２００４年３月
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、非特許文献２に開示された従来の技術は、比較的低姿勢なアンテナ素子を用い
ることにより無線装置の薄型化に好適であり、多共振化と共に片側のアンテナ素子を途中
で短絡して反対側のアンテナ素子のインピーダンス調整を行いやすくするという特徴を備
えたものである。しかし、複数の折り返し型アンテナ素子を組み合わせる必要があるため
、小型の無線装置のさらなる多機能化に伴う実装スペースの制約に対応するには、なお改
善の余地があった。
【００１０】
　従って、本発明の目的は、多共振化及びインピーダンス調整が容易に行え、かつ、実装
スペースの制約を解消することのできる無線装置および電子機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、上記目的を達成するため、無線通信する送信信号に応じた高周波信号を発生
する給電回路と、始端が給電点で前記給電回路に接続され、前記始端と終端との間の長さ
が使用周波数帯に属する第１の周波数の２分の１波長に相当し、前記終端が前記給電点か
ら前記第１の周波数の５分の１波長以下の距離に位置する接地点に接地されるように折り
返されて往路と復路とを有して構成され、かつ、前記往路中の１点と前記復路中の１点と
が短絡個所において短絡されることにより、前記給電点から前記短絡個所を経て前記接地
点に至る折り返し経路と、前記折り返し経路に接続されて前記第１および第２の周波数の
整合を図るとともにカット可能に形成された周波数整合部とを含む第１のアンテナと、前
記往路中の前記給電点と前記短絡個所の間に位置する分岐部において前記第１のアンテナ
素子から分岐すると共に先端が開放され、前記往路の前記給電点から前記分岐部までの部
分を前記第１のアンテナ素子と共有し、前記給電点から前記分岐部を経て前記先端までの
長さが前記使用周波数帯に属する第２の周波数の４分の１波長に相当するように構成され
た第２のアンテナとを備え、第１のアンテナの前記折り返し経路が前記第２の周波数の２
分の１波長又はその近傍に相当する長さを有することを特徴とする無線装置を提供する。
【００１３】
　また、本発明は、上記目的を達成するため、無線通信する送信信号に応じた高周波信号
を発生する給電回路と、始端が給電点で前記給電回路に接続され、前記始端と終端との間
の長さが使用周波数帯に属する第１の周波数の２分の１波長に相当し、前記終端が前記給
電点から前記第１の周波数の５分の１波長以下の距離に位置する接地点に接地されるよう
に折り返されて往路と復路とを有して構成され、かつ、前記往路中の１点と前記復路中の
１点とが短絡個所において短絡されることにより、前記給電点から前記短絡個所を経て前
記接地点に至る折り返し経路と、前記折り返し経路に接続されて前記第１および第２の周
波数の整合を図るとともにカット可能に形成された周波数整合部とを含む第１のアンテナ
と、前記往路中の前記給電点と前記短絡個所の間に位置する分岐部において前記第１のア
ンテナ素子から分岐すると共に先端が開放され、前記往路の前記給電点から前記分岐部ま
での部分を前記第１のアンテナ素子と共有し、前記給電点から前記分岐部を経て前記先端
までの長さが前記使用周波数帯に属する第２の周波数の４分の１波長に相当するように構
成された第２のアンテナとを備え、第１のアンテナの前記折り返し経路が前記第２の周波
数の２分の１波長又はその近傍に相当する長さを有する無線通信部と、前記無線通信部を
内部に収容する外囲ケースとを有することを特徴とする電子機器を提供する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、多共振化及びインピーダンス調整が容易に行え、かつ、実装スペース
の制約を解消することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１６】
（第１の実施の形態）
　図１は、本発明の第１の実施の形態に係る電子機器としてのノートＰＣ（パーソナル・
コンピュータ）を示し、（ａ）は斜視図、（ｂ）は表示部の外囲ケースに収容された無線
通信用アンテナを示す平面図である。
【００１７】
（ノートＰＣ１の構成）
　このノートＰＣ１は、図１（ａ）に示すように、大きく分類して表示部１０と、本体２
０とにより構成される。この第１の実施の形態では、表示部１０は、液晶パネル１１を有
する液晶ディスプレイであり、液晶パネル１１の上部および側部に無線通信用アンテナ１
２Ａ、１２Ｂを有する。また、表示部１０と本体２０はヒンジ部３０によって開閉自在に
構成される。
【００１８】
　本体２０は、無線電波を送受信するために送信信号に応じた高周波信号を発生する給電
回路としての無線通信用モジュール２１Ａ、２１Ｂを有しており、無線通信用モジュール
２１Ａ、２１Ｂは給電線２２Ａ、２２Ｂを介して無線通信用アンテナ１２Ａ、１２Ｂと接
続されている。給電線２２Ａ、２２Ｂは、直径１ｍｍ程度の同軸ケーブルである。
【００１９】
　無線通信用アンテナ１２Ａは、表示部１０の上部左に設置され、無線通信用アンテナ１
２Ｂは、表示部１０の右側部下に設置される。このような配置により、無線通信用アンテ
ナ１２Ａと１２Ｂは、両者共に上部に並べた配置と比較して、互いの設置位置間の距離が
大きくなる。また、無線通信用アンテナ１２Ｂは、無線通信用アンテナ１２Ａに対して９
０°の傾きを持って設置されている。
【００２０】
（無線通信用アンテナの構成）
　図１（ｂ）は、無線通信用アンテナを示す平面図である。第１の実施の形態では、無線
通信用アンテナ１２Ａ、１２Ｂが同一の構成を有することにより、無線通信用アンテナ１
２Ａについて説明する。また、説明を容易にするためにアンテナ導体を保護する絶縁保護
層１２５を一部除去したものとして図示している。
【００２１】
　無線通信用アンテナ１２Ａは、第１アンテナ素子である折り返しモノポールアンテナ１
２０と、第２アンテナ素子であるモノポールアンテナ１２１と、折り返しモノポールアン
テナ１２０に接続されるＧＮＤパターン１２２とを有し、表面を絶縁保護層１２５で覆っ
て構成されている。
【００２２】
　折り返しモノポールアンテナ１２０の始端は、給電点１２０Ａにおいて図示しない給電
線路に接続されている。また、折り返しモノポールアンテナ１２０の終端は、接地点１２
０ＢにおいてＧＮＤパターン１２２に接地されており、給電点１２０Ａと接地点１２０Ｂ
との間の距離（間隔）は、給電点１２０Ａと接地点１２０Ｂとの間隔を折り返しモノポー
ルアンテナ１２０の共振周波数の５分の１波長以下となるように形成される。なお、５分
の１波長という上限は、折り返しモノポールアンテナとしての効果を発揮する経験上の値
である。
【００２３】
　折り返しモノポールアンテナ１２０の給電点１２０Ａからスタブ１２３を経て接地点１
２０Ｂに至るまでの長さは、無線通信で使用される周波数帯（以下、使用周波数帯という
。）に属する１の周波数の２分の１波長に相当する値とする。当該周波数が、折り返しモ
ノポールアンテナ１２０の共振周波数である。折り返しモノポールアンテナ１２０の給電
点１２０Ａからスタブ１２３までの部分が往路、スタブ１２３から接地点１２０Ｂまでの
部分が復路である。
【００２４】
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　スタブ１２３は、折り返しモノポールアンテナ１２０の往路と復路とを短絡するととも
に、これらの形成幅と異なる形成幅を有する。具体的には、往路と復路とで形成される領
域を埋めて面状に形成された周波数調整部を構成している。
【００２５】
　モノポールアンテナ１２１は、折り返しモノポールアンテナ１２０の往路中の給電点１
２０Ａとスタブ１２３の間に位置する分岐点１２４において、折り返しモノポールアンテ
ナ１２０から分岐しており、モノポールアンテナ１２１の先端は開放されている。往路の
うち給電点１２０Ａから分岐点１２４までの部分は、折り返しモノポールアンテナ１２０
とモノポールアンテナ１２１とが共有している。
【００２６】
　モノポールアンテナ１２１の給電点１２０Ａから分岐点１２４を経て先端までの長さは
、無線通信の使用周波数帯に属する１の周波数の４分の１波長に相当する値とする。この
周波数がモノポールアンテナ１２１の共振周波数である。モノポールアンテナ１２１共振
周波数を折り返しモノポールアンテナ１２０の共振周波数と異なる値に選ぶことにより、
多共振型の無線通信用アンテナ１２Ａが得られる。
【００２７】
　第１の実施の形態では、折り返しモノポールアンテナ１２０、モノポールアンテナ１２
１、およびＧＮＤパターン１２２を厚さ０．１～０．２ｍｍの銅合金で形成している。な
お、銅合金以外にアルミニウム等の他の導電性材料で導体部分を形成しても良い。また、
導体部分を覆う絶縁保護層１２５は厚さ０．０５ｍｍのポリイミドフィルムを導体部分の
両面に張り合わせることによって形成されており、図１（ｂ）の紙面手前側のポリイミド
フィルムには給電点１２０Ａおよび接地の電気的接続用に開口部１２５Ａが設けられてい
る。なお、絶縁保護層１２５はポリイミドフィルムの他にフッ素樹脂フィルム等の絶縁性
材料で形成されても良い。
【００２８】
　この第１の実施の形態の無線通信用アンテナ１２Ａでは、折り返しモノポールアンテナ
１２０の折り返し部分に設けられるスタブ１２３の面積が大になっており、ループ状の導
体で形成する場合と比較して折り返しモノポールアンテナ１２０の先端容量が大になるこ
とから、共振周波数が低周波数側に移行する。
【００２９】
　図２は、第１の実施の形態に係るノートＰＣの回路構成図である。無線通信用モジュー
ル２１Ａ、２１Ｂは、ＣＰＵバス２００を介してＣＰＵ２０１、メモリ２０２と接続され
ている。この無線通信用モジュール２１Ａ，２１Ｂは、図示しないものとしてＲＦ（Ｒａ
ｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）部、水晶発振部、およびべースバンド処理部を備えている
。
【００３０】
（第１の実施の形態の効果）
　上記した第１の実施の形態によると、折り返しモノポールアンテナ１２０に周波数整合
部を兼ねる面積の大なるスタブ１２３を設けることで導体面積を大にでき、共振周波数を
低周波数側に移行させることが可能になる。また、共振周波数の調整をスタブ１２３をカ
ットすることにより行えることから、無線通信用アンテナの周波数調整が容易に行える。
【００３１】
　また、図１に示すように、無線通信用アンテナ１２Ａと無線通信用アンテナ１２Ｂとの
設置位置間の距離を大にすることによって、空間ダイバーシチ効果が高まり、電波放射効
率を向上させることができる。
【００３２】
　さらに、無線通信用アンテナ１２Ａと無線通信用アンテナ１２Ｂとを９０°異なる角度
で設置し、異なる偏波を受信することにより偏波ダイバーシチ効果が高まり、電波放射効
率を向上させることができる。
【００３３】
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　さらに、無線通信用アンテナ１２Ａと無線通信用アンテナ１２Ｂとを９０°異なる角度
で設置し、異なる放射パターンを受信することによりパターンダイバーシチ効果が高まり
、電波放射効率を向上させることができる。
【００３４】
（第２の実施の形態）
　図３は、本発明の第２の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。な
お、以下の説明において、第１の実施の形態と同一の構成および機能を有する部分につい
ては共通する符号を付している。
【００３５】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第１の実施の形態で説明した周波数整合部１２６を
折り返しモノポールアンテナ１２０の往路に延長して設けた構成を有している。この構成
では、折り返しモノポールアンテナ１２０の往路と周波数整合部１２６とが同一幅で一線
状に配置される。
【００３６】
（第２の実施の形態の効果）
　上記した第２の実施の形態によると、折り返しモノポールアンテナ１２０に往路部分と
同等の周波数整合部を設けたことにより、アンテナの実装領域に配置上の制約がある場合
でも電波受信効率に優れる多共振型の無線通信用アンテナ１２Ａが得られる。また、第１
の実施の形態と比べて周波数整合部１２６が細幅で形成されることから、カットによる周
波数整合の微調整が可能になる。
【００３７】
　また、細幅の周波数整合部１２６とＧＮＤパターン１２２との間隔（距離）を大にでき
ることから、周波数整合度合の変化を抑制することができ、放射効率を向上させることが
できる。
【００３８】
　なお、第２の実施の形態では、折り返しモノポールアンテナ１２０の往路と周波数整合
部１２６とが同一幅で形成された構成を説明したが、異なる形成幅であっても良い。
【００３９】
（第３の実施の形態）
　図４は、本発明の第３の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のメアンダー部をスタブ側に設けた構成を示す平面図、（ｃ）はメアン
ダー部を周波数整合部の先端側に設けた構成を示す平面図である。
【００４０】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第２の実施の形態で説明した周波数整合部１２６に
メアンダー（meander）状に折り返された部分１２７（以下「メアンダー部」という。）
を追加した構成を有している。この構成では、折り返しモノポールアンテナ１２０の往路
と周波数整合部１２６とが同一幅で形成される。メアンダー部１２７は図４（ｂ）に示す
スタブ１２３に近接した側、あるいは図４（ｃ）に示すスタブ１２３から離れた側に設け
ることも可能である。
【００４１】
（第３の実施の形態の効果）
　上記した第３の実施の形態によると、周波数整合部１２６にメアンダー部１２７を設け
ることで周波数整合部１２６の導体長を長くでき、共振周波数を低周波数側に移行させる
ことが可能になる。また、メアンダー部１２７が図４（ｂ）に示すスタブ１２３に近接し
た構成では、周波数整合部１２６の先端をカットすることによる共振周波数の調整を容易
に行うことができる。
【００４２】
（第４の実施の形態）
　図５は、本発明の第４の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図
、（ｂ）は周波数整合部の始点および折り曲げ方向の異なる構成の平面図。（ｃ）は（ａ



(8) JP 4231867 B2 2009.3.4

10

20

30

40

50

）の周波数整合部にメアンダー部を追加した構成を示す平面図である。
【００４３】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第２の実施の形態で説明した周波数整合部１２６を
延長してコの字状に折り返した構成を有する。この場合、周波数整合部１２６は図５（ａ
）に示すスタブ１２３の復路側に設ける構成、図５（ｂ）に示すスタブ１２３の往路側に
設ける構成のほか、さらに図５（ｃ）に示すメアンダー部１２７を追加した構成とするこ
とも可能である。
【００４４】
（第４の実施の形態の効果）
　上記した第４の実施の形態によると、第３の実施の形態の好ましい効果に加えて無線通
信用アンテナ１２Ａのサイズを大にすることなく周波数整合部１２６の導体長をさらに長
くできる。また、メアンダー部１２７を追加することで、共振周波数を低周波数側に移行
させることが可能になる。
【００４５】
（第５の実施の形態）
　図６は、本発明の第５の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）の矩形部を周波数整合部の中央に配置した構成の平面図。（ｃ）は（ａ
）の矩形部をスタブ側に配置した構成の平面図である。
【００４６】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第２の実施の形態で説明した周波数整合部１２６に
折り返しモノポールアンテナ１２０部分の導体サイズと異なる矩形部１２８を設けている
。この矩形部１２８は、図６（ａ）に示す周波数整合部１２６の先端、図５（ｂ）に示す
周波数整合部１２６の先端とスタブ１２３との間の任意の位置、あるいは図５（ｃ）に示
す周波数整合部１２６のスタブ１２３側に設ける構成であっても良い。
【００４７】
（第５の実施の形態の効果）
　上記した第５の実施の形態によると、周波数整合部１２６に矩形部１２８を設けること
によって、共振周波数を低周波数側に移行させることが可能になるとともに、カットよる
共振周波数の調整を容易に行える。
【００４８】
（第６の実施の形態）
　図７は、本発明の第６の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。
【００４９】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第５の実施の形態で説明した周波数整合部１２６に
メアンダー部１２７を追加したものであり、スタブ１２３側に設けられるメアンダー部１
２７の先端に図６（ａ）に示す矩形部１２８を設けている。
【００５０】
（第６の実施の形態の効果）
　上記した第６の実施の形態によると、第５の実施の形態の好ましい効果に加えて、メア
ンダー部１２７のサイズを調整することで無線通信用アンテナ１２Ａの小型化が可能にな
る。
【００５１】
（第７の実施の形態）
　図８は、本発明の第７の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。
【００５２】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第４の実施の形態で説明した周波数整合部１２６の
コの字状折り返し部分における導体面積を大にしたものである。
【００５３】
（第７の実施の形態の効果）
　上記した第７の実施の形態によると、第４の実施の形態の好ましい効果に加えて、第５
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の実施の形態で説明した矩形部１２８による共振周波数の低周波数側への移行性が高まる
とともに、無線通信用アンテナ１２Ａの小型化が可能になる。
【００５４】
（第８の実施の形態）
　図９は、本発明の第８の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図
、（ｂ）は絶縁保護層を折り曲げる前の平面図である。
【００５５】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、絶縁保護層１２５の薄板１２５Ｃ，１２５Ｄに跨る
ように無線通信用アンテナ１２Ａの導体パターンをラミネート形成し、スタブ１２３が折
り返されるようにＡ－Ａ部で薄板１２５Ｃを薄板１２５Ｄ上に折り曲げることによって、
折り返しモノポールアンテナ１２０の見かけの折り返し寸法を小にしたものである。
【００５６】
（第８の実施の形態の効果）
　上記した第８の実施の形態によると、絶縁保護層１２５にラミネートされる導体パター
ンを微細形成することなく、平面的に形成された導体を含む絶縁保護層１２５を折り曲げ
ることによってアンテナを容易に多層化することができ、無線通信用アンテナ１２Ａの小
型化とコストダウンを実現することができる。また、折り曲げる位置をＧＮＤパターン１
２２から離すようにすることで放射効率の向上と帯域の拡大を調整することができる。な
お、本実施の形態では、ポリイミドフィルムにラミネートされた導体パターンを折り曲げ
る構成として説明したが、折り曲げ部分をフレキシブル基板等の可撓性基板とし、折り重
ねられる部分を金属やガラスエポキシ等の基板で形成してもよい。
【００５７】
（第９の実施の形態）
　図１０は、本発明の第９の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す斜視図である。
【００５８】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、図１０（ａ）に示すように第２の実施の形態で説明
したものを折曲部１２５Ｅで９０°折り曲げてＬ字状に形成したものであり、分岐点１２
４を含む折曲側には折り返しモノポールアンテナ１２０の往路と、スタブ１２３から復路
の一部を含むように形成される。
【００５９】
　図１０（ｂ）は、（ａ）の無線通信用アンテナ１２Ａの実装例である。図示するように
Ｌ字状に折り曲げられた無線通信用アンテナ１２Ａは液晶パネル１１の側面および底面に
沿うように搭載可能となるため、表示部筐体（図示せず）への収容性が向上する。
【００６０】
（第９の実施の形態の効果）
　上記した第９の実施の形態によると、絶縁保護層１２５を折曲部１２５Ｅで９０°折り
曲げてＬ字状に形成したため、電子機器の内部にアンテナを実装する場合，筐体などの端
の角部に沿って狭い場所等でも実装することができ、周辺の金属構造等からの距離が大に
なって放射効率が向上する．本実施の形態では、折曲部１２５Ｅで絶縁保護層１２５を９
０°に折り曲げる構成を説明したが、折り曲げる角度は他の角度であってもよい。
【００６１】
（第１０の実施の形態）
　図１１は、本発明の第１０の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は片
側に折り曲げ補強部を設けた斜視図、（ｂ）は他の片側に折り曲げ補強部を設けた斜視図
、（ｃ）は両側に折り曲げ補強部を設けた斜視図である。
【００６２】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第９の実施の形態で説明したものの折り曲げ形状を
補強する補強部１２９，１２９Ａ，および１２９Ｂを設けた構成としており、ポリイミド
フィルムからなる絶縁保護層１２５の復元性によって折り曲げ形状が損なわれることを抑
制する。この場合、図１１（ａ）に示すように周波数整合部１２６に延長して折曲部１２
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５Ｅに跨るように補強部１２９を設ける構成の他、図１１（ｂ）に示すようにモノポール
アンテナ１２０の先端に延長して補強部１２９Ａを設けるようにしても良く、さらに絶縁
保護層１２５の膜厚が大であるとき、あるいは異なる材料によって復元性が大であるとき
は図１１（ｃ）に示すようにモノポールアンテナ１２１の先端側に補強部１２９Ａと周波
数整合部１２６の先端に補強部１２９Ｂとを、それぞれ折曲部１２５Ｅに跨るように設け
ることが好ましい。
【００６３】
（第１０の実施の形態の効果）
　上記した第１０の実施の形態によると、第９の実施の形態の好ましい効果に加えて、絶
縁保護層１２５の復元性を抑制することができ、筐体収容時に無線通信用アンテナ１２Ａ
が他の金属部分等と接触することによる放射効率の低下を防ぐことができる。
【００６４】
（第１１の実施の形態）
　図１２は、本発明の第１１の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す斜視図である
。
【００６５】
　この無線通信用アンテナ１２Ａは、第９の実施の形態で説明したものの周波数整合部１
２６にメアンダー部１２７を追加し、さらにＧＮＤパターン１２２に接続される無給電素
子１３０をＧＮＤパターン形成側に設けたものである。
【００６６】
（第１１の実施の形態の効果）
　上記した第１１の実施の形態によると、第９の実施の形態の好ましい効果に加えて、共
振周波数の低周波数側への移行性を高めることができる。また、無給電素子１３０を設け
ることで高周波側の帯域拡大を図ることができ、８００ＭＨｚから２．２ＧＨｚにかけて
広い帯域特性を有し、良好な共振特性を有するコンパクトな多共振型の無線通信用アンテ
ナ１２Ａが得られる。なお、第１０の実施の形態で説明した補強部１２９を設けて絶縁保
護層１２５の復元性を低減するようにしても良い。
【００６７】
　なお、本発明は、上記した各実施の形態に限定されず、本発明の技術思想を逸脱あるい
は変更しない範囲内で種々な組み合わせ、変形が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る電子機器としてのノートＰＣを示し、（ａ）は
斜視図、（ｂ）は表示部の外囲ケースに収容された無線通信用アンテナを示す平面図であ
る。
【図２】第１の実施の形態に係るノートＰＣの回路構成図である。
【図３】本発明の第２の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。
【図４】本発明の第３の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図、
（ｂ）は（ａ）のメアンダー部をスタブ側に設けた構成を示す平面図、（ｃ）はメアンダ
ー部を周波数整合部の先端側に設けた構成を示す平面図である。
【図５】本発明の第４の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図、
（ｂ）は周波数整合部の始点および折り曲げ方向の異なる構成の平面図。（ｃ）は（ａ）
の周波数整合部にメアンダー部を追加した構成を示す平面図である。
【図６】本発明の第５の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図、
（ｂ）は（ａ）の矩形部を周波数整合部の中央に配置した構成の平面図。（ｃ）は（ａ）
の矩形部をスタブ側に配置した構成の平面図である。
【図７】本発明の第６の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。
【図８】本発明の第７の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す平面図である。
【図９】本発明の第８の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は平面図、
（ｂ）は絶縁保護層を折り曲げる前の平面図である。
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【図１０】本発明の第９の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す斜視図である。
【図１１】本発明の第１０の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示し、（ａ）は片側
に折り曲げ補強部を設けた斜視図、（ｂ）は他の片側に折り曲げ補強部を設けた斜視図、
（ｃ）は両側に折り曲げ補強部を設けた斜視図である。
【図１２】本発明の第１１の実施の形態に係る無線通信用アンテナを示す斜視図である。
【符号の説明】
【００６９】
１…ノートＰＣ　１０…表示部　１１…液晶パネル　１２Ａ…無線通信用アンテナ　１２
Ｂ…無線通信用アンテナ　２０…本体　２１Ａ，２１Ｂ…無線通信用モジュール　２２Ａ
…給電線　３０…ヒンジ部　１２０…折り返しモノポールアンテナ　１２０Ａ…給電点　
１２０Ｂ…接地点　１２１…モノポールアンテナ　１２２…ＧＮＤパターン　１２３…ス
タブ　１２４…分岐点　１２５…絶縁保護層　１２５Ａ…開口部　１２５Ｃ，１２５Ｄ…
薄板　１２５Ｅ…折曲部　１２６…周波数整合部　１２７…メアンダー部　１２８…矩形
部　１２９，１２９Ａ，１２９Ｂ…補強部　１３０…無給電素子　２００…ＣＰＵバス　
２０１…ＣＰＵ　２０２…メモリ

【図１】 【図２】
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